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2020年３月15日(第924号) 自動車会議所ニュース

令和２年度与党税制改正大綱について

本自動車会議所は2月14日、東京・港区の芝
パークホテルで2019年度第2回税制委員会

（委員長：吉武一郎自販連法規・税制委員会委員
長）を開催し、衆議院議員で自民党税制調査会会長
の甘利明氏が、「令和2年度与党税制改正大綱につ
いて」と題して講演した。経済産業大臣や経済再生
担当大臣などを歴任され経済通として知られる甘利
氏は、昨年、党税調の会長に就任。講演では、「経
済産業関係　令和2年度（2020年度）税制改正のポ
イント」を基礎資料に、税調会長として税制改正大
綱取りまとめに当たっての基本的な考え方や、大綱
に込めた思いなどを説明した。
　甘利氏の講演に先立って、まず吉武委員長が挨拶
し、「自動車産業は『100年に一度の大変革期』を迎
えており、CASEやMaaSといった新たな潮流が自
動車税制にも波及しつつあります」との認識を示し、
昨年末に決定した税制改正大綱を踏まえて、次のよ
うに話した。
　「大綱において、自動車関係諸税については、『技
術革新や保有から利用への変化等の自動車を取り巻
く環境変化の動向、環境負荷の低減に対する要請の
高まり等を踏まえつつ、その課税のあり方について、
中長期的な視点に立って検討を行う』とされました。
私ども自動車関係団体は、引き続き自動車ユーザー
の声に真摯に耳を傾けながら、中長期的な課税のあ
り方の議論も視野に入れ、関係団体が一丸となって
活動を続けてまいります」
　この後、甘利氏による講演が行われ、甘利氏は、「発
出せよ第二創業」、「出でよ中興の祖」と日本の企業
経営者にエールを送り、講演を締め括った。

【講演要旨】
　今回の税制改正大綱に何を込めたのか、私の原点

にあるものをお話ししながら
説明します。
　世界の時価総額ランキング
を平成元年と令和元年で比較
してみると、およそ30年で様
変わりしていることが分かり
ます。平成元年のトップは
NTTで、２位以下のトップ10には日本のメガバン
ク５社が名を連ねています。ベスト50には日本企業
32社、米国企業15社が入っており、日米の企業で９
割以上を占めていました。
　令和元年は、アップルやアマゾン、グーグル、フ
ェイスブックなどのGAFAと言われる巨大IT企業
が上位を占め、アリババやテンセントなどのBATH
と呼ばれる中国企業もトップ10に入っています。こ
の30年で大幅に入れ替わっており、日本企業で残っ
ているのは43位のトヨタ自動車だけです。この間、
日本に何があったのか考えてみます。
　戦後、古くはトランジスタラジオからカーナビま
で、世界を変えてきたのは日本の製品やサービスだ
ったはずです。ソニーのウォークマンは、いわばス
テレオを持ち歩けるようにしたことで音楽文化や若
者カルチャーを変えました。日清食品のカップヌー
ドルは、子どもでもお湯さえあればどこでも食べら
れるということで新しい食文化を生みました。しか
し、現在、世界を席巻しているアップルやグーグル
のビジネスモデルは、彼ら独自のものなのでしょう
か。
　例えば、アップルのiPhoneは、電話とインターネ
ットとカメラをつないで革命を起こしましたが、電
話とネットをつなげたのはNTTドコモのiモードが
最初でした。iPhoneは、ドコモのiモードの発展形
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